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諮問日：平成３０年１月１５日（平成２９年度（最情）諮問第７７号） 

答申日：平成３０年６月１５日（平成３０年度（最情）答申第１７号） 

件 名：調書決定事務処理要領等の開示判断に関する件 

答   申   書 

第１ 委員会の結論 

 「最高裁判所において，口頭弁論等の調書の様式，作成，記録，保管等に関

する規定の全て」（以下「本件開示申出文書」という。）の開示の申出に対し，

最高裁判所事務総長が，別紙記載１から５の各文書を開示した判断（以下「原

判断」という。）は，妥当である。 

第２ 事案の概要 

 本件は，苦情申出人からの裁判所の保有する司法行政文書の開示に関する事

務の取扱要綱（以下「取扱要綱」という。）記第２に定める開示の申出に対し，

最高裁判所事務総長が平成２９年１月３０日付けで原判断を行ったところ，取

扱要綱記第１１の１に定める苦情が申し出られ，取扱要綱記第１１の４に定め

る諮問がされたものである。 

第３ 苦情申出人の主張の要旨 

 別紙記載１の文書には，文書番号（主管局課）及び配布先の記載がなく，実

質的に開示しないのと同様である。 

第４ 最高裁判所事務総長の説明の要旨 

 最高裁判所は，本件開示申出に対し，別紙記載の各文書（以下，併せて「本

件対象文書」という。）を対象文書として特定し，別紙記載１から５の各文書

を開示するとともに，別紙記載６及び７の各文書に係る情報の一部を提供した。

探索の結果，本件対象文書以外に本件開示申出文書に該当する文書はない。 

 苦情申出人は，別紙記載１の文書に文書番号等の記載がなく，実質的に開示

しないのと同様である旨を主張するが，これらの記載の有無によって，原判断

の当否が左右されるものではない。 
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第５ 調査審議の経過 

 当委員会は，本件諮問について，以下のとおり調査審議を行った。 

① 平成３０年１月１５日  諮問の受理 

② 同日          最高裁判所事務総長から理由説明書を収受 

③ 同年３月２３日     審議 

④ 同年５月２５日     審議 

第６ 委員会の判断の理由 

１ 最高裁判所事務総長の上記説明によれば，探索の結果，本件対象文書以外に

本件開示申出文書に該当する文書はないとのことであり，本件対象文書の性質

等に照らせば，このような説明の内容が不合理とはいえない。そのほか，最高

裁判所において本件対象文書以外に本件開示申出文書に該当する文書を保有し

ていることをうかがわせる事情は認められない。 

 苦情申出人は，別紙記載１の文書に文書番号等が記載されていないと主張す

るが，平成２４年１２月６日付け最高裁秘書第003546号秘書課長通達「最高裁

判所における司法行政文書の管理の実施等について」等の規定に照らして検討

しても，これらの記載の有無によって別紙記載１の文書の成否が左右されるも

のではなく，本件の結論には影響しない。 

 したがって，最高裁判所において，本件対象文書以外に本件開示申出文書に

該当する文書を保有していないと認められる。 

２ 以上のとおりであるから，原判断については，最高裁判所において本件対象

示文書以外に本件開示申出文書に該当する文書を保有していないと認められる

から，妥当であると判断した。 

          情報公開・個人情報保護審査委員会 

 

              委 員 長    髙  橋     滋 
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              委   員    久  保     潔 

 

              委   員    門  口  正  人 
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別紙 

１ 調書決定事務処理要領 

２ 平成２５年７月２６日付け最高裁総訟第４１６号大法廷首席書記官指示「事

件記録の保管及び送付に関する事務の取扱いについて」 

３ 平成２５年７月２６日付け最高裁総訟第４１７号大法廷首席書記官指示「最

高裁判所事件管理システム等を利用した事務処理について」 

４ 事件記録等保存規程 

５ 平成４年２月７日総三第８号事務総長通達「事件記録等保存規程の運用につ

いて」 

６ 民事書記官実務必携 

７ 平成２５年７月２６日付け最高裁総訟第４１５号大法廷首席書記官指示「事

件記録等の保存，送付及び廃棄並びに事件関係帳簿諸票の備付け，保存，廃棄

等について」 


